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那覇市告示第３７号

１９６４年４月２１日










　第６２回那覇市議会（臨時会）を次のとおり招集する。










那覇市長　西銘順治







記




１．日時　　　　　１９６４年４月２５日午前１０時




２．場所　　　　　那覇市議会会議室




３．付議事件




（１）　祖国復帰に関する要請決議について




（２）　布令第５１号を撤廃し民立法を早期制定する要請決議について







決議案第１２号










祖国復帰に関する要請決議







首題のことについて別紙のとおり議会の議決を得たいので提出する。




１９６４年４月２５日




那覇市議会議員

提出者

金城吾郎

賛成者

大山盛幸

森田孟松

又吉久正

武村朝良

楠見長礼

名城嗣夫

辺野喜英興

平良真次郎

儀間真祥

高良一

金城武一

宮里敏慶

友利栄吉

喜久山朝重

黒潮隆

赤嶺慎英

比嘉朝四郎

平良亀助




祖国復帰に関する要請決議




　沖繩は、第二次大戦の敗戦による軍事占領統治７年、次いで対日平和条約第３条によつて祖国から分離され、アメリカの軍事的植民地支配のもとにおかれて１２年、実に１９の長きにわたつて異民族の支配を余儀なくされている。１９６２年３月、アメリカはいわゆるケネデイ新政策なるものを発表し「沖繩の復帰を待望し、復帰の際の混乱を少くするため財政援助を増大する」という主旨の声明をした。しかしながらその声明とは逆に「極東に脅威と緊張が続くかぎり沖繩を保有する」と言明して核兵器基地の強化とあらゆる演習を行い戦争の危機を増大している。また財政援助増額も県民の期待に反するものとなつている。最近では高等弁務官の専制支配が露骨化し琉銀をはじめ各金融機関えの介入、農連の抜打ち監査、布令の改悪による医薬品の統制、アメリカ銀行の進出や開発公社の株式取得等により経済的植民地化の傾向が濃厚となり、自治権は皆無の状態となつている。一方、渡航の制限はますます厳しくなり、県民の生命財産はおびやかされ、労働者えの弾圧も強くなつている。このような統治のあり方は「その地域住民の利益が至上のものであるという原則に立つて行わなければならない」という国連憲章に規定された非自治地域の統治の原則にさえ違反し、人権や基本的自由を保障した「人権に関する世界宣言」にももとなるものといわなければならない。さらに国連において「植民地諸国、諸人民に対する独立許容の宣言」が採択されている今日、いかなる理由があるにせよ力によつて同一民族が分断され、他国の支配下におかれることは国際正義に反し、許さるべきではないと信ずる。復帰に対する沖繩県民の意思は単なる財政援助増額の宣伝や圧迫によつていささかもひるむものではない。よつて那覇市議会は国際世論の盛り上がりと全世界の良識の上に立つて、日米両国はもとより国連加盟諸国が「その地域住民の意思に反した不当な支配」がなされている沖繩統治の実態を再認識し、祖国日本の主権が速やかにかつ、完全に回復される措置を講ぜられるよう強く要請する。

１９６４年４月２５日

那覇市議会






決議案第１３号










布令５１号を早期改正し民立法を制定する要請決議







首題のことについて別紙のとおり議会の議決を得たいので提出する。

１９６４年４月２５日







那覇市議会議員

提出者

名城嗣夫

賛成者

大山盛幸

森田孟松

又吉久正

武村朝良

楠見長礼

辺野喜英興

平良真次郎

儀間真祥

高良一

金城武一

宮里敏慶

友利栄吉

喜久山朝重

金城吾郎

黒潮隆

赤嶺慎英

比嘉朝四郎

平良亀助




布令５１号を早期改正し民立法を制定する要請決議




　米国民政府は高等弁務官布令５１号「麻薬類およびある特定薬品の取締り」を抜打的に公布し麻薬同様催眠剤、鎮静剤及びトランキライザーを統制薬品としての取扱いを規制する新措置をとつた。布令５１号は従来の取扱いと較べ一段と厳しさを加え全住民に対し多大のシヨツクを与えている。布令公布の背景は睡眠薬遊びに起因しているが睡眠薬遊びを防止することは一面必要性は認められるが、しかし、本布令の内容からしてもつとも適切だとはいい難い。数字の示すごとく極く一部の軍民不良者の睡眠薬遊びにより数多くの善良な住民がこの種薬品の含有量のいかんを問わず麻薬並みの規制をしたためにいちいち医師の処方箋に基いて入手しなければいけないということは経済的にも保健の立場からも厖大な不利益を被ることになる。換言すれば善良なる住民に犠牲をしいることである。布令公布はケネデイ前大統領の意図した琉球における自治権拡大を後退させ自主立法を阻害するものである。日本においては睡眠薬遊びに使用された一部薬品を劇薬に指定し劇薬取扱いの規定にそつて管理販売がなされ昨今は睡眠薬遊びが全く見られなく防止の効果を十分挙げている。日本政府厚生省においても琉球において厳しい布令が公布されたことについて遺憾の意を表明しており、日本においても医薬分業法は制定されたもののいざ実施の段階となると国民生活に多大な不利、不便を与えることになるので未だ完全実施がなされていない現状である。ましてや後進性を帯びる琉球において社会情勢を十分把握することなしにいきなり布令５１号を公布施行することは無医村無薬局地域はもちろん都市地区の一般住民に到つてはその経済的負担が重なり、引いては保健上大きな壁になることは火を見るより明らかでありよつて琉球住民に対する薬事行政は当然行政主席に与えるべきである。那覇市議会は米国民政府、行政府、立法院に対し住民の納得する薬事行政を遂行してもらうべく布令５１号「麻薬類およびある特定薬品の取締り」を早期改正し民立法に切り替えるよう強く要請する。

１９６５年４月２５日




那覇市議会












１９６４年４月




第62回那覇市議会会議録




（臨時会）







上程案件　処理結果







第６２回那覇市議会（臨時会）




処理結果




招集年月日　　１９６４年４月２１日

会期　　　　　１日間




	１９６４年４月２５日

	（午前１０時 ５ 分　開会）




	（午前１１時２２分　閉会）










１．本会議

　　　　　　　　本日の会議事件並びにその結果下記の通り






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	６４

	４

	２５

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	８番議員

24番議員




	〃

	〃

	〃

	


	会期を定めることについて

	〃

	１日間




	〃

	〃

	〃

	決

１２

	祖国復帰に関する要請決議

	議員

金城吾郎

外１８名

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	１３

	布令第５１号を廃止し民法を早期制定する要請決議

	議員

名城嗣夫

外１８名

	原案可決







１９６４年第６２回那覇市議会会議録　（臨時会）

	（午前１０時 ５ 分　開議）

	（午前１１時２２分　閉会）




○４月２５日（第１日）



出席議員名（２３名）


	　１番
	大山盛幸君
	１７番
	宮里敏慶君


	　２番
	森田孟松君
	１８番
	友利栄吉君


	　３番
	又吉久正君
	１９番
	喜久山朝重君


	　４番
	武村朝良君
	２０番
	久高友敏君


	　５番
	楠見長礼君
	２１番
	金城吾郎君


	　８番
	名城嗣夫君
	２２番
	黒潮隆君


	１０番
	辺野喜英興君
	２４番
	赤嶺慎英君


	１１番
	平良真次郎君
	２５番
	赤嶺一男君


	１２番
	真栄田義晃君
	２７番
	比嘉佑直君


	１３番
	儀間真祥君
	２８番
	平良亀助君


	１４番
	高良一君
	２９番
	具志栄治君


	１６番
	金城武一君
	３０番
	赤嶺保三郎君










欠席議員（６名）


	　６番
	渡口麗秀君
	１５番
	久場景善君


	　７番
	上原隆正君
	２３番
	安見福寿君


	　９番
	金城力夫君
	２６番
	比嘉朝四郎君















○議会事務局出席者


	事務局長
	義永栄善君


	庶務課長
	新垣襄二君


	議事課長
	玉城三郎君


	調査係長
	新垣繁君


	記録　〃
	比嘉朝興君


	議事係長
	山城正信君


	記録係
	長嶺善勇君


	　　〃
	徳村政保君


	調査係
	亀島美一君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






１９６４年度第６２回那覇市議会（臨時会）議事日程第１号

１９６４年４月２５日（土曜日）午前１０時開議




第１　　会議録署名議員の指名について

第２　　会期を定めるところについて

第３　　祖国復帰に関する要請決議




	（

	議員　金城吾郎外１８名

	）




	提出　決議案第１２号







第４　　布令５１号を早期改正し民立法を制定する要請決議




	（

	議員　名城嗣夫外１８名

	）




	提出　決議案第１３号







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○　本日の会議に付した事件

第１　　会議録署名議員の指名について

第２　　会期を定めることについて

第３　　祖国復帰に関する要請決議




	（

	議員　金城吾郎外１８名

	）




	提出　決議案第１２号







第４　　布令５１号を早期改正し民立法を制定する要請決議




	（

	議員　名城嗣夫外１８名

	）




	提出　決議案第１３号







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　これより本日をもちまして招集されました１９６４年第６２回那覇市議会臨時会を開会いたします。名城議員の提案の布令５１号の訂正に対する申し出がありますので、これは運営委員会にその取り扱い方をおまかせしてありますので１０分間ぐらい休憩して再開したいと思います。休憩いたします。

	（午前１０時 ６ 分　休憩）

	（午前１０時２５分　再開）






○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。直ちに本日の会議を開きます。本日の日程はお手元に配布してある議事日程第１号のとおりであります。市町村自治法第５２条及び会議規則第１４条の規定に基づいて１９６４年４月２２日付で、議員金城吾郎ほか１８名から提出された祖国復帰に関する要請決議案第１２号、４月２３日付で議員名城嗣夫ほか１８名から提出された布令５１号を早期改正し民立法を制定する要請決議、決議案第１３号はそれぞれその写しをお手元に配布してありますから後刻御審議を願うことにいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第１会議録署名議員の指名についてを議題といたします。本日の会議録署名議員は会議規則第１１６条の規定により議長において名城嗣夫君、赤嶺慎英君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第２会期を定めることについてを議題といたします。会期は本日１日とすることに御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）御異議なしと認めます。よつて本日１日をもつて会期といたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第３祖国復帰に関する要請決議、決議案第１２号を議題として提案理由の説明を求めます。



○２１番議員（金城　吾郎君）

　ただいま議題となりました祖国復帰に関する要請決議、決議案第１２号の提案理由を説明申し上げます。沖繩が祖国から切り離されて１９年、その間われわれは事あるごとにあらゆる機会をとらえまして、今日まで復帰の要請を続けてまいつております。しかしながら沖繩の情勢は御承知のようにますますアメリカの弁務官による専制支配が強化されてきつつある現状であります。そういつた中でわれわれはこの事態を正しく把握して県民の復帰に対する正しい意思表示をやるべきである。今回沖繩県祖国復帰協議会におきましては全沖繩の各市町村議会にその市町村民の意思を代表して広く内外に沖繩の復帰問題を訴えてもらいたいという要請をしておるわけでございます。もちろん市議会においてもこれまで数回にわたつて復帰決議をやつておりますけれども、全島一円日を同じくして４月２８日に向けてこの復帰決議をするということは、また今日やられた要請決議以上に意義のあるものと考えるわけであります。こういう意味において今回この要請決議を提案しているわけでございます。内容はアメリカの統治の現状を訴えこれが明らかに国連憲章に違反するものである。もちろん国連憲章に規定する第１１章非自治地域に関する宣言、これは沖繩がこの第１１章に該当する地域であるとはいえないわけであります。また第１２章に規定する信託統治制度でもない、しかしながらこういう規定に該当してもこのような統治はあつてはならないということであります。さらにまた植民地諸国、諸人民に対する独立許容の宣言、これも国連において採択されているわけであります。このような国連の規程するところのあらゆる宣言条項に違反する。したがつてこのようなものはすみやかに是正されるべきであるという観点に立つて本案を提案しております。案文を朗読いたしまして説明にかえます。




祖国復帰に関する要請決議

　沖繩は、第二次大戦の敗戦による軍事占領統治７年、次いで対日平和条約第３条によつて祖国から分離され、アメリカの年事的植民地支配のもとにおかれて１２年、実に１９年の長きにわたつて異民族の支配を余儀なくされている。１９６２年３月、アメリカはいわゆるケネデイ新政策なるものを発表し「沖繩の復帰を待望し、復帰の際の混乱を少なくするため財政援助を増大する」という主旨の声明をした。しかしながらその声明とは逆に「極東に脅威と緊張が続く限り沖繩を保有する」と言明して核兵器基地の強化とあらゆる演習を行ない戦争の危機を増大している。また財政援助増額も県民の期待に反するものとなつている。最近では高等弁務官の専制支配が露骨化し琉銀をはじめ各金融機関えの介入、農連の抜き打ち監査、布令の改悪による医薬品の統制、アメリカ銀行の進出や開発公社の株式取得等により経済的植民地化の傾向が濃厚となり、自治権は皆無の状態となつている。一方、渡航の制限はますます厳しくなり、県民の生命財産は脅かされ、労働者えの弾圧も強くなつている。このような統治のあり方は「その地域住民の利益が至上のものであるという原則に立つて行なわなければならない」という国連憲章に規定された非自治地域の統治の原則に違反し、人権や基本的自由を保障した「人権に関する世界宣言」にももとるものといわなければならない。さらに国連において「植民地諸国、諸人民に対する独立許容の宣言」が採択されている今日いかなる理由があるにせよ力によつて同一民族が分断され、他国の配下におかれることは国際正義に反し、許さるべきではないと信ずる。復帰に対する沖繩県民の意思は単なる財政援助増額の宣伝や圧迫によつていささかもひるむものではない。よつて那覇市議会は国際世論の盛り上がりと全世界の良識の上に立つて、日米両国はもとより国連加盟諸国が「その地域住民の意思に反した不当な支配」がなされている沖繩統治の実態を再認識し、祖国日本の主権がすみやかにかつ、完全に回復される措置を講ぜられるよう強く要請する。

１９６４年４月２５日

那覇市議会




　あて先は議会運営委員会で話し合われたとおりアメリカ大統領、上下両院議長、国防長官、日本政府内閣総理大臣、衆参両院議長、それに全国市議会５５９市あてにしたいと思います。提案並びに賛成者はこの間全員協議会に集まられた皆さんと、議会運営委員会の皆さんとがあげられておりますけれども全員提案にしたいと考えております。　　　　　　　　　　　以上

○議長　（高良　一君）

　休憩します。

	（午前１０時３２分　休憩）

	（午前１０時３３分　再開）






○議長　（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。質疑に入ります。



○２１番議員　（金城　吾郎君）

　ただいま１２番議員からありました、この非自治地域の統治の原則、これは先ほど提案理由を申し上げた際に御説明申し上げましたように、沖繩はその地域ではないわけです。ないがこれにさえも違反しているという意味であるということを先ほど説明申し上げたので、統治の原則にさえ違反しというふうにミスプリントでありますのでこの「さえ」を挿入していただきたいと思います。

（「賛成」という者あり）



○議長（高良　一君）

　では日程第３、祖国復帰に関する要請決議、議員金城吾郎ほか２９名提出決議案第１２号は原案どおり可決されました。（拍手あり）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第４布令５１号を早期改正し民立法を制定する要請決議、議員名城嗣夫ほか１８名提出決議案第１３号を議題といたします。本件はただいま運営委員会に審議をお願いしてありますので１５分ぐらい休憩いたします。

	（午前１０時３５分　休憩）

	（午前１１時 ６ 分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。日程第４、第１３号決議案布令第５１号を早期改正し民立法を制定する要請決議、議員名城嗣夫外１８名提出決議案を議題として説明を求めます。



○８番議員（名城　嗣夫君）

　ただいまの要請決議の決議案の内容を説明を申し上げる前に、決議案第１３号の修正をいたします。題目の「布令第５１号を早期改正し民立法を早期制定する要請決議」を「布令第５１号を廃止し民立法を早期制定する要請決議」に訂正していただきたいと思います。それでは決議案第１３号の内容を御説明申し上げます。（「もつと訂正する個所があります。下から４番目」という者あり）それから文中の１枚目の下から４行目の「医薬分業法は制定されたもののいざ実施の段階となると国民生活に多大な不利、不便を与えることになるので未だ完全実施がなされていない現状である」を消していただいて「医薬分業法は制定されたものの店頭薬品（家庭薬、新薬等）により国民保健が維持されている現状である。」に訂正していただきたいと思います。それを文案２枚目の１行目「都市地区の一般住民にいたつては」というところを「都市地区の住民でも」に訂正していただきます。それと１番最後の行の「早期改正」を「廃止し」に訂正願います。それでは決議案の説明を申し上げます。これは皆さん御承知のことと思いますけど、布令５１号が公布されまして薬業界はもとより一般住民がいろいろの面において不便をかこつておおる現状でございます。その不便をかこつておるという現状は一口に申し上げますと、単なる頭痛だの歯痛だの腹痛だのといつた場合にもいちいち医者の診断を受けて、医者の指示を受けて処方箋によつて、薬局で薬を求めなければいけないというふうになり、一般住民が、時間的にも、経済的にもいろいろの面で不便をかこうということになるわけでございます。でこの布令５１号が公布されたいきさつと申しますと、米軍人の、まあひとつの演習忌避の道具にも最近使われているというようなことで、軍がこの問題については早期に取り締りをやるように立法勧告といいますか、その話し合いを一応琉球政府にもつているのでございますけれども、琉球政府としては、これが取り扱い上いろいろ研究する必要があると、時日をかけている間にこの抜き打ち的にこの布令が公布されたのであります。そういうことからいたしまして先ほど申し上げましたとおり、いろいろ問題が生じまして、最近新聞をにぎわしているような状態でございまして、これが布令を早期に廃止して民立法に制定するように、住民福祉のためにも業界の発展のためにも必要じやなかろうかとということによつて、この決議案を提案しているわけでございます。それでは布令５１号を廃止し民立法を早期制定する要請決議の内容文を朗読して説明にかえます。




布令第５１号を廃止し民立法を早期制定する要請決議

　米国民政府は高等弁務官布令第５１号「麻薬類およびある特定薬品の取締り」を抜き打ち的に公布し麻薬同催眠剤、鎮静剤及びトランキライザーを統制薬品としての取り扱いを規制する新措置をとつた。布令第５１号は従来の取り扱いと比べ一段と厳しさを加え全住民に対し多大のシヨツクを与えている。布令公布の背景は睡眠薬遊びに起因しているが睡眠薬遊びを防止することは一面必要性は認められるが、しかし、本布令の内容からしてもつとも適切だとはいいがたい。数字の示すごとくごく一部の軍民不良者の睡眠薬遊びにより数多くの善良な住民がこの種薬品の含有量のいかんを問わず麻薬並みの規制をしたためにいちいち医師の処方箋に基づいて入手しなければいけないということは経済的にも保健の立場からも膨大な不利益をこうむることになる。換言すれば善良なる住民に犠牲をしいることである。布令公布はケネデイ前大統領の意図した琉球における自治権拡大を後退させ自主立法を阻害するものである。日本においては睡眠薬遊びに使用された一部薬品を劇薬に指定し劇薬取り扱いの規定に沿つて管理販売がなされ昨今は睡眠薬遊びが全く見られなく防止の効果を十分あげている。日本政府厚生省においても琉球において厳しい布令が公布されたことについて遺憾の意を表明しており、日本においても医薬分業法は制定されたものの店頭薬品（家庭薬、新薬等）により国民保健が維持されている現状である。ましてや後進性を帯びる琉球において社会情勢を十分把握することなしにいきなり布令第５１号を公布施行することは無医村無薬局地域はもちろん都市地区の住民でもその経済的負担が重なり、引いては保健上大きな壁となることは火を見るより明らかでありよつて琉球住民に対する薬事行政は当然行政主席に与えるべきである。那覇市議会は米国民政府、行政府、立法院に対し住民の納得する薬事行政を遂行してもらうべく布令第５１号「麻薬類およびある特定薬品の取り締り」を廃止し民立法に早期切りかえるよう強く要請する。

１９６５年４月２５日

那覇市議会

　以上でございます。この提案の問題でございますが、ただいまかがみのほうに列記されておりますところの議員諸公のほかに全員がこれに加わつてこの決議案の趣旨が徹底されるよう協力をお願いいたしまして提案理由の説明を終わらしていただきます。あて先はこの文面中にも出ておりますが、米国民政府、行政府、立法院ということになつております。その中で米国民政府はこまかく分けまして高等弁務官、民政官、公衆衛生部長３者に分けて発送したいと考えております。

○議長（高良　一君）

　題名と１枚目の下、２枚目の下から２行目の布令５１号となつておりますが「第」は入りますか。

○８番議員（名城　嗣夫君）

　これは民政府のほうから出されたものには高等弁務官布令第５１号と「第」が入つておりますので「第」を入れるようにしていただきます。

○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午前１１時２０分　休憩）

	（午前１１時２１分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。質疑討論省略して採決に入ります。日程第１４、第１３号決議案布令第５１号を廃止し民立法を早期制定する要請決議案議員名城嗣夫外２９名提出決議案につきましては原案どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）



○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて決議案第１３号は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　それでは以上をもちまして１９６４年第６２回那覇市臨時会を閉会いたします。どうもありがとうございました。



（午前１１時２２分　閉会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

　上会議録を調整し署名する。

１９６４年４月２５日




議員　　　　高良一　　　㊞

署名議員　　名城嗣夫　　㊞

署名議員　　赤嶺慎英　　㊞
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